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1.15年2月期の業績（平成14年3月1日～平成15年2月28日）
(1)連結経営成績 （単位：百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 2月期   9,085 (△12.3 ) 183 ( △ 63.9 )   93  (  △ 85.7 )
14年 2月期  10,355 (  18.0 ) 508 (   315.9 )  654  (    428.1 )

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15年 2月期 16     (△ 94.7 )    3   57 － － 0.3 1.0 1.0
14年 2月期 306     (  282.0 )   66   52 － －      5.2        6.16.1      6.3
　　（注） ①持分法投資損益 15年 2月期　　－　百万円　　　　14年 2月期　　　－　百万円

　　　 　　②期中平均株式数（連結）　　15年 2月期　　4,586,908株 14年 2月期　　4,600,000株
　（期中平均株式数は自己株式数を控除しております。）

　　 　　　③会計処理の方法の変更 無

 　　　　　④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態 （単位：百万円未満切捨）

％ 円 銭

15年 2月期   8,880 5,936    66.8    1,314      81
14年 2月期  10,705 6,105    57.0    1,327   38
（注）　期末発行済株式数（連結）　　15年 2月期　　4,514,950株　　　14年 2月期　　　4,600,000株
（期末発行済株式数は自己株式数を控除しております。）

(3)連結キャッシュ・フローの状況 （単位：百万円未満切捨）

15年 2月期    378   △75  △333   1,195
14年 2月期    594     88  △799   1,267

(４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　　4社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社　　－社

(５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規）　　－社 （除外）　　1社 持分法（新規）　　　－社 （除外）　　－社

2.16年2月期の業績の予想（平成15年3月1日～平成16年2月28日）

百万円 百万円 百万円

    3,800   △90    △60
   10,000    400     200

（参考） 1株当たり予想当期純利益（通期）    43 円  48 銭
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１．企業集団の状況

  当社の企業グループは、フロイント産業株式会社（当社）及び子会社４社により構成されており、事業は機械装置、

化成品の製造販売および治験薬製造受託を行っております。

  事業内容と当社及び子会社の当該活動にかかる位置付けは、次のとおりであります。

  なお、当社の企業グループが営んでいる事業内容と、事業の種類別セグメントにおける事業区分は同一であります。

区      分 主 　要 　製 　品 主  要  な  会  社

 粉 粒 体 主 要 機 械 装 置

 計 器 ・ 部  品

 医薬品添加剤、栄養補助食品  製造・販売 　当　　　社

 食  品  品　質  保  持  剤  製造 　フロイント化成（株）

　なお、前連結会計年度まで連結子会社であったCOATING MACHINERY SYSTEMS，INC.につきましては、休眠会社となり

重要性が乏しくなったため連結の範囲から除外しております。

    以上の企業グループ等について図示すると次のとおりであります。

国    内 海    外

 
 

 
 
 

　　　　　（機械部門）

部品供給及び 製造・販売会社

（化成品部門） 技 術 供 与 ※ 製 品 販 売

※ 食品品質保持剤
の 購 入

投資

（その他）

※

持株子会社

投資

（化成品部門）

※ 治験薬製造

技術供与 VPS　CORPORATION 受託

治験薬製造

委託

（注）（1）※…連結子会社であります。

　　　（2）FREUND　INTERNATIONAL,LTD．は

　　　　　 関係会社に対する投資等を目的と

　　　　　 する持株会社であります。
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  機  械  部  門   製造・販売
　当　　　社

 粉粒体機械のプラント工事
　VECTOR  CORPORATION

海

外

ユ

ー

ザ

ー

VECTOR  CORPORATION

フロイント化成（株）

（化成品部門）　製品・商品の販売 FREUND  INTERNATIONAL,  LTD.  

（化成品部門）　治験薬製造受託

 製薬・食品・化学等の開発研

 究、処方検討等の受託

 治験薬製造の受託及び仲介

化 成 品 部 門

（機械部門）　　製品・商品の販売

 治験薬製造受
 託及び仲介

　当　　　社

　VPS　CORPORATION



1.経営の基本方針
　　当社は昭和３９年の創立以来、造粒・コーティング技術をキーテクノロジーとして、独創的な
　機械装置（ハード）並びに製剤技術（ソフト）を駆使した化成品を、医薬・食品・化学品メーカ
　ー等に提供し、確固たる基盤を確立するとともに、大きな社会的貢献も果たしております。
　　当社の特徴は「創造力で未来を拓く」をモットーに、ハードとソフトを一体化した技術開発力
　を駆使し研究開発に専念しております。
　　今後も引き続き、研究開発型企業として、創造力とチャレンジ精神をもって事業展開を図り、
　より健全な企業成長と一層強固な経営基盤を構築し、株主の皆様および社会への貢献を目指し
　ていきたいと考えております。

2.配当政策に関する方針
　　当社は設立以来、株主に対する利益還元を経営上の重要な政策と認識しており、その具体的な
　施策として、安定した配当を継続して実施していくことを基本的な方針としております。
　　この方針に基づき、記念配当を除く普通配当としましては１株につき１０円の配当を継続して
　まいりました。内部留保資金につきましては、今後予想される厳しい経営環境の変化に対処すべ
　く、経営基盤の充実並びに将来の事業展開に有効に活用していきたいと考えております。

3.グローバル化に対する方針
　　グローバル化への拠点としましては、米国ＶＥＣＴＯＲ社を平成９年に買収いたしました。同
　社との定期的な戦略会議並びに技術会議等の開催により情報および技術の共有化を進め、ユーザ
　ーのグローバリゼーションに対応した国際的な事業展開の強化を一層図ってまいります。
　　また、当社およびＶＥＣＴＯＲ社は、ともに品質システムの国際規格ＩＳＯ９００１の承認を
　取得しており、ワールドワイドな市場開拓を図ってまいります。さらに、米国政府ＦＤＡの認可
　した設備を保有するＶＰＳ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮの治験薬製造受託業務を新規事業として平
　成１３年に立ち上げました。今後は、積極的な営業活動を行い国内外のユーザーの皆様に役立つ
　ことの出来るサービスを提供していきます。

4.会社の対処すべき課題
　　当社は製薬業界の世界的な再編成をむしろビジネスチャンスと捉え、当社の技術力を活かせる
　分野への参入や新しく上市した製品の積極的な販売活動により業容の拡大を図ってまいります。
　　キャッシュ・フロー経営のもとグループ会社や業務提携先を含めて徹底したコストダウンを図
　るなど利益の絶対額確保と付加価値生産性の向上に取り組んでまいります。
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２．経営方針



３．経営成績

１．当連結会計年度業績の概況

　当連結会計年度のわが国経済は、前半は外需などに支えられ緩やかな景気回復の傾向は見ら

れたものの、企業はリストラの手を緩めず雇用・所得環境は悪化、デフレの進行とともに株価

・地価等も低迷状態を続けました。

　年明け以降、政治・経済面での国際的緊張のもと、米国経済の牽引力は低下、国内の景気は

抜本的なデフレ対策が打ち出されないまま弱含みで推移して、再び調整局面に入っております。

　当社グループの主要なユーザーであります製薬業界は、打ち寄せる国際化への対応として、

特定の薬域領域へ研究開発費の集中と選択を進めております。また経営の効率化の一環として

積極的なアウトソーシング等を加速してきており、国内製薬企業は極めて慎重な設備投資姿勢

を示しております。

　このような状況のもとで、当社グループは機械・化成品共々独創的な新製品の開発により、

顧客ニーズを捉えた効率的な営業活動を展開するとともに、積極的に新規分野への開拓を図っ

てまいりました。

　国際化への対応面では、米国子会社　VECTOR　CORPORATION　はさらなるグローバル展開を

視野に入れ新体制を構築し、技術・人事交流など連携を一層強化し相乗効果をあげております。

また、VPS　CORPORATION　は、主に国内製薬企業から米国での治験薬製造を受託する子会社

として前期に設立しましたが、すでに大型受注を成約するなど本格的な稼動を開始しました。

　この結果、機械部門においては業界の設備投資減少と競合激化により厳しい営業を余儀なく

され、当連結会計年度の売上高は９０億８５百万円と１２．３％の減収となりました。

利益につきましては本邦業績の低迷及び外貨建資産の為替評価損計上と米国子会社　VECTOR

CORPORATION　の子会社負債の抜本対策と　VPS　CORPORATION　の本格的な事業開始時期が当

初計画より遅れたことにより営業利益は１億８３百万円と６３．９％、経常利益は９３百万円

と８５．７％、当期純利益は１６百万円と９４．７％の減益となりました。

　事業の種類別セグメントの業績はつぎのとおりであります。

　機械部門におきましては、本邦の厳しい営業環境により売上高は５５億８２百万円、営業利

益は２億７８百万円の減収減益となりました。

　化成品部門におきましては、売上高は３５億２百万円、営業利益は１億４３百万円と減収減

益となりました。

　所在地別セグメントの業績はつぎのとおりであります。

　国内におきましては、売上高は６８億４１百万円、営業利益は５億２２百万円となりました。

　北米におきましては、売上高は２４億４１百万円、営業損失は１億３０百万円となりました。

２．当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という）は、営業活動にて得た

資金を投資活動、財務活動に充当し当連結会計年度末の資金は前期末比７２百万円減少の１１

億９５百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ･フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、３億７８百万円となりました。主に営業債権の減少によ

るものです。

(投資活動によるキャッシュ･フロー）

　投資活動によって使用した資金は、７５百万円となりました。固定資産の取得に充当した

ものです。

（財務活動によるキャッシュ･フロー）

　財務活動によって使用した資金は、３億３３百万円となりました。長期借入金の返済に充

当したものであります。
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３．今後の見通し

　今後の経済見通しにつきましては、デフレ下での景気浮揚力も乏しく、米国経済にも陰りが

見え、国際情勢の不安定感とともに、経済活動はしばらく停滞することが予想されます。

　このような状況のもと、当社グループは３ヶ年中期経営計画（１５年２月期から１７年２月

期）に基づき利益の絶対額確保と付加価値生産性の向上に取り組んでおります。

　特に、国際化への対応につきましては在外子会社　VECTOR　CORPORATION とともに市場が成

長している欧州への本格的な進出や、VPS　CORPORATION　における治験薬製造受託事業の積極

的な受注活動を通じて、早期に黒字転換を図っていく所存です。

４．経営管理組織の整備等

　当社グループは、企業としての社会的使命を果たしていくためには、社会・経済情勢はもとよ

り各種法令、規制などにタイムリーに対応していかなければならないと考えています。
　当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実に向け、下記の施策に取り組んでいます。
①経営監視機能
　　会社の統治状況を監視する会長職を新設し、グループ全体を総監することとし、業務執行管
　理を統轄するグループ各社の社長の機能をチェックするなど経営監視機能を果たしてまいりま
　す。
②法令遵守
　　法令遵守の重要性に鑑み、すでに1980年代より社長直轄の薬事法規対策委員会を常設し、薬
　事法令等の遵守状況を監視するなど、潜在的なリスクに対する予防措置に全社を挙げて取り組
　んでいます。
③リスクマネジメント
　　健全で安全な経営活動を遂行するうえで、情報資産（情報および情報システム）を種々の脅
　威から適切に保護することは極めて重要との認識にたち「セキュリティポリシー」「セキュリ
　ティスタンダード」を制定し、その定着化に取り組んでいます。
④タイムリー・ディスクロージャー
　　経営の透明性をより一層向上させるべく、当社グループの四半期情報開示体制の整備に向け、
　国内外一体となった円滑・迅速な会計監査態勢の構築に取り組んでいます。さらに、当社グル
　ープの業務内容について理解と促進を図る一助として、ホームページを全面改定するとともに
　、親しみやすい事業報告書を作成するなど、ディスクロージャーの充実とともに広報活動にも
　積極的に取り組んでまいります。
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比較連結貸借対照表－１

（単位：千円未満切捨）

　　　　連結会計年度　　　　期　　　別 比較増減

（△は減）

　　科　　　目 金　額

（資産の部）

Ⅰ．流動資産

1. 現 金 及 び 預 金 1,327,203 1,195,150 △ 132,052

2. 受取手形及び売掛金 3,671,865 2,414,146 △ 1,257,719

3. た な 卸 資 産 1,072,809 861,112 △ 211,696

4. 繰 延 税 金 資 産 151,342 152,754 1,411

5. 前 払 費 用 58,468 74,081 15,612

6. そ の 他 139,926 201,957 62,031

7. 貸 倒 引 当 金 △ 115,458 △ 96,824 18,634

流 動 資 産 合 計 6,306,158 58.9 4,802,379 54.1 △ 1,503,778

Ⅱ．固定資産

1. 有 形 固 定 資 産

　(1)建物および構築物*1 1,724,251 1,701,597

　　 減価償却累計額 682,699 1,041,552 746,522 955,075 △ 86,476

　(2)機械装置及び運搬具 366,869 241,069

　　 減価償却累計額 285,156 81,712 203,440 37,629 △ 44,083

　(3)土地　　　　　　*1 1,375,746 1,352,706 △ 23,039

　(4)建設仮勘定 5,458 32,545 27,087

　(5)その他　　　　　　 912,285 795,142

　　 減価償却累計額 498,828 413,457 453,345 341,796 △ 71,661

有形固定資産合計 2,917,927 27.3 2,719,753 30.6 △ 198,173

2. 無 形 固 定 資 産

　(1)連結調整勘定 211,961 128,411 △ 83,550

　(2)ソフトウェア 1,388 1,019 △ 369

  (3)その他 5,948 5,948 ―

無形固定資産合計 219,298 2.0 135,380 1.5 △ 83,918

3. 投 資 そ の 他 の 資 産

　(1)投資有価証券 216,894 218,098 1,203

　(2)長期前払費用 753 918 165

　(3)事業保険積立金 509,726 522,006 12,280

　(4)繰延税金資産 294,168 241,547 △ 52,620

　(5)その他 247,939 244,137 △ 3,802

　(6)貸倒引当金 △ 6,974 △ 3,695 3,278

投資その他の資産合計 1,262,507 11.8 1,223,013 13.8 △ 39,493

固 定 資 産 合 計 4,399,733 41.1 4,078,147 45.9 △ 321,586

　　資　　産　　合　　計 10,705,891 100.0 8,880,527 100.0 △ 1,825,364

－6－

当連結会計年度

（平成15年2月28日現在）

前連結会計年度

（平成14年2月28日現在）

％ ％

金　　　額 金　　　額 構成比構成比



比較連結貸借対照表－２

　　　　　　　（単位：千円未満切捨）

　　連結会計年度 比較増減

（△は減）

科　　　　目 金額

（負債の部） %

Ⅰ．流 動 負 債

1. 1,861,585 1,032,306 △ 829,278

2. *1 ― 100,000 100,000

3. *1 212,640 99,840 △ 112,800

4. 184,922 5,302 △ 179,620

5. 14,447 10,484 △ 3,963

6. 318,695 298,837 △ 19,858

7. 388,518 177,669 △ 210,849

8. 112,631 117,053 4,422

9. 32,287 67 △ 32,220

10. 93,822 76,533 △ 17,289

3,219,552 30.1 1,918,094 21.6 △ 1,301,458

Ⅱ．固 定 負 債

1. *1 633,040 277,700 △ 355,340

2. 89,294 93,222 3,928

3. 243,013 251,513 8,500

4. 90,649 ― △ 90,649

5. 6,985 6,985 ―

1,062,982 9.9 629,421 7.1 △ 433,561

4,282,535 40.0 2,547,515 28.7 △ 1,735,019

（少数株主持分）

317,416 3.0 396,710 4.5 79,294

（資本の部）

Ⅰ．　 1,035,600 9.7 1,035,600 11.6 ―

Ⅱ． 1,282,890 12.0 1,282,890 14.4 ―

Ⅲ． 3,818,447 35.6 3,746,004 42.2 △ 72,442

Ⅳ． △3,248 △ 9,336 △ 0.1 △ 6,088

Ⅴ． △ 27,749 △ 71,402 △ 0.8 △ 43,653

Ⅵ． ― － △ 47,454 △ 0.5 △ 47,454

6,105,940 57.0 5,936,301 66.8 △ 169,639

負債、少数株主持分及び資本合計 10,705,891 8,880,527 100.0 △ 1,825,364

（注）連結財務諸表規則の改正により（資本の部）の表示は、前連結会計年度も組替えて記載しております。

資 本 金

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

少 数 株 主 持 分

その他有価証券評価差額金

100.0

0.0

資 本 合 計

為替換算調整勘定 △0.3

自 己 株 式

当連結会計年度

金　　額 構成比

（平成14年2月28日現在） （平成15年2月28日現在）

前連結会計年度

金　　額 構成比

未 払 法 人 税 等

－7－

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

%

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定の長期借入金

前 受 金

固 定 負 債 合 計

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

そ の 他



比較損益計算書

　　　 （単位：千円未満切捨）

　　連結会計年度 比較
　　自　平成13年 3月 1日 　　自　平成14年 3月 1日 増減

　　至　平成14年 2月28日 　　至　平成15年 2月28日 （△は減）

科　　　　目 金　額

% %

Ⅰ． 10,355,232 100.0 9,085,287 100.0 △ 1,269,945

Ⅱ． 6,923,426 66.9 6,014,322 66.2 △ 909,104

3,431,805 33.1 3,070,964 33.8 △ 360,841

Ⅲ．販売費及び一般管理費 *1*2 2,923,725 28.2 2,887,491 31.8 △ 36,234

508,080 4.9 183,473 2.0 △ 324,606

Ⅳ．

1. 2,217 905

2. 2,763 2,908

3. 21,164 29,962

4. 12,195 17,673

5. 126,090 ―

6. 46,630 211,062 2.0 7,601 59,050 0.6 △ 152,012

Ⅴ．

1. 34,378 24,580

2. 16,868 ―

3. ― 84,600

4. 13,443 64,689 0.6 39,809 148,989 1.6 84,299

654,453 6.3 93,534 1.0 △ 560,919

Ⅵ．

1. ― 5,075

2. ― 3,200

3. *3 17,913 17,913 0.2 111 8,386 0.1 △ 9,527

Ⅶ．

1. 12,535 669

2. ― 1,258

3. *4 ― 97,192

4. 13,193 ―

5. 21,198 3,350

6. 退職給付会計基準変更時差異 57,684 ―

7. 3,100 107,712 1.0 ― 102,471 1.1 △ 5,240

564,654 5.4 △ 551 △0.0 △ 565,205

300,313 2.9 111,555 1.2 △ 188,758

45,992 0.4 80,062 0.9 34,070

4,324 0.0 △ 48,401 △ 0.5 △ 52,725

306,009 2.9 16,357 0.2 △ 289,652

－8－

売 上 総 利 益

売 上 原 価

売 上 高

預 託 金 返 還 益

営 業 外 費 用

事 業 保 険 解 約 損

特 別 利 益

貸倒引当 金戻 入益

支 払 利 息

営 業 利 益

前連結会計年度 当連結会計年度

金　　　額 金　　　額百分比 百分比

営 業 外 収 益

そ の 他

受 取 利 息

受 取 配 当 金

技 術 料 収 入

受 取 賃 貸 料

為 替 差 益

経 常 利 益

為 替 差 損

少 数 株 主 利 益

そ の 他

投資有価証券売却損

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

子 会 社 整 理 損

固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

投資有価証券評価損

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額



比較連結剰余金計算書

               (単位：千円未満切捨）

　　　　　連結会計年度
　　    自　平成13年 3月 1日 　　    自　平成14年 3月 1日

科　　　　目 　　    至　平成14年 2月28日 　　    至　平成15年 2月28日

Ⅰ． 3,576,937 　　　　　　―

Ⅱ．

1.配 当 金 46,000          　―

2.役 員 賞 与 18,500 64,500          　― 　　　　　　―

　（ 内 監 査 役 賞 与 ）

Ⅲ．当 　期　 純　 利 　益 306,009 　　　　　　―

Ⅳ． 3,818,447 　　　　　　―

(資本剰余金の部）

Ⅰ．資本剰余金期首残高 　　　　　　― 1,282,890

Ⅱ．資本剰余金期末残高 　　　　　　― 1,282,890

（利益剰余金の部）

Ⅰ．利益剰余金期首残高 　　　　　　― 3,818,447

Ⅱ．利益剰余金増加高

1．当期純利益 　　　　　　― 16,357

Ⅲ．利益剰余金減少高

１．配当金 　　　　　― 69,000

２．役員賞与 　　　　　― 　　　　　　― 19,800 88,800

Ⅳ．利益剰余金期末残高 　　　　　　― 3,746,004

　－9－

前連結会計年度 当連結会計年度

連結剰余金期末残高

連結剰余金期首残高

連 結 剰 余 金 減 少 高

(1,400)



　   （単位：千円未満切捨）

　　　　　　 連 結 会 計 年 度 

科　　　　目 金     額 金      額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純損益（損失△） 564,654 △ 551
減価償却費 199,577 186,287
連結調整勘定償却額 25,113 26,856
預託金返還益 ― △ 3,200
投資有価証券売却損 13,193 ―
投資有価証券評価損 21,198 3,350
子会社整理損 ― 97,192
賞与引当金の増加額 2,910 4,422
退職給付引当金の増加額 87,276 3,928
役員退職慰労引当金の増減額（減少△） △ 13,455 8,500
貸倒引当金の増減額（減少△） 3,764 △ 19,662
受取利息及び受取配当金 △ 4,981 △ 3,813
支払利息 34,378 24,580
有形固定資産除却損 9,635 669
有形固定資産売却損 ― 1,258
有形固定資産売却益 　 △ 17,913 △ 111
事業保険積立金の解約損 16,868 ―
売上債権の減少額 62,361 1,222,473
棚卸資産の増減額（増加△） △ 113,513 158,053
仕入債務の減少額 △ 185,178 △ 815,621
前受金の増減額（減少△） 155,440 △ 185,965
未払消費税等の減少額 △ 6,861 △ 3,963
為替差益・差損（差益△） △ 8,661 15,517
その他資産の増加額 △ 57,464 △ 81,950
その他負債の増加額 64,706 70,040
役員賞与の支払額 △ 18,500 △ 19,800
　　小　　計 834,551 688,491
利息及び配当金の受取額 4,788 4,534
利息の支払額 △ 34,190 △ 23,731
法人税等の支払額 △ 210,325 △ 290,994
営業活動によるキャッシュ・フロー 594,823 378,300

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ 126,000 △ 60,000
定期預金の払戻による収入 232,000 120,000
有形固定資産の取得による支出 △ 209,283 △ 223,693
有形固定資産の売却による収入 76,778 113,770

投資有価証券の取得による支出 △ 1,854 △ 12,972
投資有価証券の売却による収入 26,422 ―
出資金の分配金による収入 16,203 ―
事業保険積立による支出 △ 12,044 △ 13,218
事業保険解約による収入 87,745 938
その他 △ 1,440 ―
投資活動によるキャッシュ・フロー 88,526 △ 75,175

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増額 ― 100,000
長期借入による収入 210,000 ―
長期借入金の返済による支出 △ 963,708 △ 468,140
少数株主からの増資払い込み額 ― 155,584
自己株式取得による支出 ― △ 47,454
配当金の支払額 △ 45,448 △ 68,508
少数株主に対する配当金の支払額 ― △ 4,521
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 799,156 △ 333,039

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 22,093 △ 42,137

Ⅴ．現金及び現金同等物の減少額 △ 93,712 △ 72,052

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高

Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高

－10－

連結キャッシュ・フロー計算書

当連結会計年度前連結会計年度

自　平成13年 3月 1日

1,267,203

至　平成14年 2月28日
自　平成14年 3月 1日
至　平成15年 2月28日

1,267,203

1,195,150

1,360,915



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　連結会計年度 　 前連結会計年度   当連結会計年度
自　平成13年 3月 1日 自　平成14年 3月 1日

　　項　　目 至　平成14年 2月28日 至　平成15年 2月28日
1.連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数     5社 (1)連結子会社の数　　　4社

　・国内会社　　1社 　・国内会社　　1社

　　　フロイント化成（株） 　　　フロイント化成（株）

　・在外会社　　4社 　・在外会社　　3社

　　　FREUND INTERNATIONAL, LTD. 　　　FREUND INTERNATIONAL, LTD.

     VECTOR CORPORATION      VECTOR CORPORATION

     V P S CORPORATION *      V P S CORPORATION *

     COATING MACHINERY SYSTEMS, INC.      尚、COATING MACHINERY SYSTEMS, 

　　*VPS CORPORATIONは当期新たに設立     INC.については休眠会社となり重要

　　 した会社であり、当連結会計年度 　　性が乏しくなったため、当連結会計

     より連結子会社となったものであ 　　期間から連結の範囲から除いており 

　　 ります。 　　ます。

(2)非連結子会社の数 (2)非連結子会社の数    1社

　　該当事項はありません。 　　　COATING MACHINRY SYSTEMS,INC.

　　（連結の範囲から除いた理由）

　　COATING MACHINRY SYSTEMS,INC.は

　　小規模であり、総資産、売上高、当

　　期純損益(持分に見合う額）及び剰余

　　金（持分に見合う額）は、いづれも

　　連結財務諸表に重要な影響を及ぼし
　　ていないためであります。

2.持分法の適用に関する事項 　　該当事項はありません。 　　　持分法を適用していない非連結子

    会社であるCOATING MACHINERY SYST

    EMS,INC.は連結純損益及び連結剰余

　　金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

　　全体としても重要性がないため持分

　　法の適用範囲から除外しております。

3.連結子会社の事業年度等に 　 国内連結子会社フロイント化成(株) 同　　　左

　関する事項 　の決算日は1月31日であり、在外連結

　子会社の決算日は12月31日であります

  。連結財務諸表の作成にあたっては同

　決算日現在の財務諸表を使用しており

　連結決算日までの期間に発生した重要

　な取引については連結上必要な調整を

　行っております。

4.会計処理基準に関する事項

 (1)重要な資産の評価基準 イ．有価証券 同　　　左

　　及び評価方法 　・その他有価証券

　　時価のあるもの

　　 決算日の市場価格等に基づく時価法

　　（評価差額は全部資本直入法により

　　処理し、売却原価は移動平均法によ

　　り算定しております。）

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産 同　　　左

　（当社及び国内連結子会社）

　　　商品及び原材料については、主と

　　して総平均法による原価法、製品及

　　び仕掛品のうち機械部門については

　　個別法による原価法、化成品部門に

　　ついては総平均法による原価法を採

　　用しております。

　（在外連結子会社）

　　　主として後入先出法による低価法
　　を採用しております。

　　　－11－



　連結会計年度    前連結会計年度    当連結会計年度
自　平成13年 3月 1日 自　平成14年 3月 1日

　　項　　目 至　平成14年 2月28日 至　平成15年 2月28日
(2)重要な減価償却資産の イ．有形固定資産 イ．有形固定資産
　減価償却の方法 　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社）

　　　定率法によっております。ただし、　　　定率法によっております。ただし、
　　平成10年4月1日以降に取得した建物 　　平成10年4月1日以降に取得した建物
　　（建物附属設備を除く。）について　　　（建物附属設備を除く。）について
　　は定額法によっております。 　　は定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおり
　（在外子会社） 　　であります。
　　　定額法を採用しております。 　　　建物及び構造物　　　3年～45年

　　　機械装置及び運搬具  4年～15年

　（在外連結子会社）
　　　定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産 同　　　左
　（当社及び国内連結子会社）
　　　定額法によっております。なお、
　　自社利用のソフトウェアについては
　　社内における利用可能期間（5年）
　　に基づく定額法によっております。

　（在外連結子会社）
　　　定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準 イ．貸倒引当金 　　　同　　　左
　（当社及び国内連結子会社）
　　　債権の貸倒れによる損失に備える
　　ため、一般債権については貸倒実績
　　率により、貸倒懸念債権等特定の債
　　権については、個別に回収可能性を
　　勘案し、回収不能見込額を計上して
　　おります。
　（在外連結子会社）
　　　債権の貸倒による損失に備えるた
　　め、個々の債権の回収不能見込額を
　　計上しております。
ロ．賞与引当金 ロ．賞与引当金
　　　従業員の賞与の支給に備えるため 　　　同　　　左
　　当社及び国内連結子会社は支給見込
　　額基準に基づき計上しております。
ハ．退職給付引当金 ハ．退職給付引当金
　　　当社及び連結子会社は従業員の退 　　　当社及び連結子会社は従業員の退
　　職給付に備えるため、当連結会計年 　　職給付に備えるため、当連結会計年
　　度末における退職給付債務及び年金 　　度末における退職給付債務及び年金
　　資産の見込額に基づき、当連結会計 　　資産の見込額に基づき、当連結会計
　　年度末において発生していると認め 　　年度末において発生していると認め
　　られる額を計上しております。 　　られる額を計上しております。
　　　なお、会計基準変更時差異(57,68 　　　数理計算上の差異は、各連結会計
    4千円）については、当連結会計年 　　年度の発生時における従業員の平均
　　度に一括費用処理しております。 　　残存勤務期間以内の一定の年数（10

　　年）による定額法により按分した額
　　をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
　　ら費用処理をすることとしておりま
　　す。

　　　－12－



　連結会計年度    前連結会計年度    当連結会計年度
自　平成13年 3月 1日 自　平成14年 3月 1日

　　項　　目 至　平成14年 2月28日 至　平成15年 2月28日

二．役員退職慰労引当金 二．役員退職慰労引当金

　　当社は役員の退職慰労金支払に備える 　同　　　左

　ため、内規に基づく期末要支給額を計上

　しております。

(4)重要なリース取引の処 　（当社及び国内連結子会社） 　同　　　左

　理方法 　　リース物件の所有権が借主に移転する

　と認められるもの以外のファイナンス・

　リース取引については、通常の賃貸借取

　引に係る方法に準じた会計処理によって

　おります。

　 (在外連結子会社）

　　所在地国の会計原則に基づき、ファイ

　ナンス・リース契約によるリース資産を

　有形固定資産に計上しております。

(5)消費税等の会計処理 　　税抜方式を採用しております。 　同　　　左

5.連結子会社の資産及び負 　連結子会社の資産及び負債の評価につき 　同　　　左

　債の評価に関する事項 ましては、全面時価評価法を採用しており

ます。

6.連結調整勘定の償却に関 　連結調整勘定の償却につきましては10年 　同　　　左

　する事項 間の均等償却を行っております。

7.利益処分項目等の取扱い 　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処 　同　　　左

　に関する事項 分について、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。

8.連結キャッシュフロー計 　連結キャッシュ・フロー計算書における 　同　　　左

　算書における資金の範囲 資金（現金及び現金同等物）は、手許現金

、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からな

っております。
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追加情報

　 自　　平成13年 3月 1日 　　自　　平成14年 3月 1日
　 至　　平成14年 2月28日 　　至　　平成15年 2月28日

（退職給付会計）

　　当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（

　「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

　（企業会計審議会 平成10年6月16日))を適用してお

　ります。この結果、従来の方法によった場合と比較

　して、経常利益が5,785千円減少し、税金等調整前

　当期純利益は63,470千円減少しております。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

　に記載しております。

（金融商品会計）

　　当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「

　金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(

　企業会計審議会 平成11年1月22日))を適用し、有価

　証券の評価基準及び評価方法（その他有価証券で時

　価のあるものについては、移動平均法による低価法

　（洗い替え方式）から決算日の市場価格等に基づく

　時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定))、貸倒引当金の

　計上基準（一般債権については法定繰入率から貸倒

　実績率）について変更しております。

　　この結果、従来の方法によった場合と比較して経

　常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ、

　21,198千円減少しております。

　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を

　検討し、その他有価証券は投資有価証券として表示

　しております。その結果、流動資産の有価証券は

　140,914千円減少し、投資有価証券は140,914千円

　増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

　　当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処

　理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関す

　る意見書」（企業会計審議会 平成11年10月22日))

　を適用しております。

　　この変更により経常利益、税金等調整前当期純利

  益ともに120,090千円増加しております。

　　また、前連結会計年度において「資産の部」に計

　上していました為替換算調整勘定は、連結財務諸表

　規則の改正により「資本の部」及び「少数株主持分」

　に含めて計上しております。

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

　　当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の

　取崩等に関する会計基準」を適用しております。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあ

　りません。

　　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会

　計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結

　剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規

　則により作成しております。

前連結会計年度 当連結会計年度
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注記事項

　自　　平成13年 3月 1日 　自　　平成14年 3月 1日
　至　　平成14年 2月28日 　至　　平成15年 2月28日

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

 *1.担保に供している資産及びこれに対応する債務  *1.担保に供している資産及びこれに対応する債務

　　　　担保に供している資産 　　　　担保に供している資産

　　　　　　　　建　　　　物        610,622千円 　　　　　　　　建　　　　物        585,898千円

　　　　　　　　土　　　　地      1,179,284千円 　　　　　　　　土　　　　地      1,179,284千円

　　　　　計      1,789,906千円 　　　　　計      1,765,182千円

　　　上記に対応する債務 　　　上記に対応する債務

　　　　　1年以内返済予定の長期借入金        200,640千円 　　　　短期借入金        100,000千円

　　　　長期借入金        625,540千円 　　　　　1年以内返済予定の長期借入金         99,840千円

　　　    計        826,180千円 　　　　長期借入金        177,700千円

　　　    計        377,540千円

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

 *1.販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額  *1.販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

　　　給与手当       738,709千円 　　　給与手当       738,374千円

　　　賞与引当金繰入額        80,606千円 　　　賞与引当金繰入額        85,655千円

　　　退職給付費用        57,709千円 　　　退職給付費用        68,947千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額        7,565千円 　　　役員退職慰労引当金繰入額        8,500千円

　　　減価償却費       110,691千円 　　　減価償却費        62,228千円

　　　貸倒引当金繰入額         9,837千円 　　　研究開発費       596,223千円

　　　研究開発費       612,385千円 　　　連結調整勘定償却額        26,856千円

　　　連結調整勘定償却額        30,751千円

 *2.一般管理費に含まれる研究開発費  *2.一般管理費に含まれる研究開発費

     612,385千円      596,223千円

 *3.固定資産売却益 17,913千円は機械装置の売却によ  *3.固定資産売却益 111千円は機械装置の売却による

　　るものであります。 　　ものであります。

 *4.子会社整理損 97,192千円は COATING MACHINERY

   SYSTEMS,INC.に対するものであります。

（連結キャッシュフロー計算書） （連結キャッシュフロー計算書）
 1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に  1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

　　記載されている科目の金額との関係 　　記載されている科目の金額との関係

　　　（平成14年2月28日現在） 　　　（平成15年2月28日現在）

　　 現金及び預金勘定   　1,327,203千円 　　 現金及び預金勘定   　1,195,150千円

　　　預入期間が3ヶ月を超える定期預金    △  60,000千円 　　　預入期間が3ヶ月を超える定期預金 ―

　　　　　現金及び現金同等物     1,267,203千円 　　　　　現金及び現金同等物     1,195,150千円

 2.重要な非資金取引の内容  2.重要な非資金取引の内容

　　　　該当事項はありません。 　　　　該当事項はありません。

         - 15　-
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（税効果会計関係）

　 自 　平成13年 3月 1日 　  自　 平成14年 3月 1日
　 至　 平成14年 2月28日 　  至　 平成15年 2月28日

 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

　の内訳 　の内訳

　　　繰延税金資産（流動） 　　　繰延税金資産（流動）

貸倒引当金繰入超過額 34,981 千円 未払費用 60,909 千円

未払費用 23,487 千円 貸倒引当金繰入超過額 36,891 千円

賞与引当金繰入超過額 25,144 千円 賞与引当金繰入超過額 34,416 千円

海外子会社繰越欠損 21,439 千円 その他 20,537 千円

その他 46,291 千円 152,754 千円

151,342 千円

　　　 繰延税金負債（流動） 　　　 繰延税金負債（流動）

          海外子会社棚卸資産評価差額 32,063 千円 未収事業税 67 千円

　　　　その他 224 千円

32,287 千円

　　　繰延税金資産（固定）       繰延税金資産（固定）

海外子会社繰越欠損 141,318 千円 海外子会社繰越欠損 175,773 千円

役員退職慰労引当金 102,308 千円 役員退職慰労引当金 105,887 千円

退職給付引当金 26,626 千円 海外子会社税額控除繰越 19,303 千円

その他 23,916 千円 その他 42,138 千円

294,168 千円 海外子会社資産評価差額△101,555 千円
241,547 千円

      繰延税金負債（固定）

　　　海外子会社有形固定資産評価差額 90,649 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　 率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 　率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

　 因となった主要な項目別内訳 　因となった主要な項目別内訳　

　　　法定実効税率  42.1%

　　　（調　　整） 　　　当連結会計年度は税金等調整前当期損失計上の

　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目   5.6% 　　ため、記載しておりません。

　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目△2.8%

        その他   0.1%

　　　税効果適用後の法人税等の負担率  45.0%

当連結会計年度前連結会計年度
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（セグメント情報）

　（ 1 ）事業の種類別セグメント情報 　　　（単位：千円未満切捨）

                    連結会計年度　 前連結会計年度　（自 平成13年3月1日　　至 平成14年2月28日）

　項　　　目 機械部門 化成品部門 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ．売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 6,699,699 3,655,533 10,355,232 － 10,355,232

　(2)セグメント間の内部売上高

　　　または振替高

計 6,699,699 3,655,533 10,355,232 － 10,355,232

　　　営　　業　　費　　用 6,403,373 3,218,376 9,621,749 225,402 9,847,152

　　　営　　業　　利　　益 296,326 437,156 733,482 △ 225,402 508,080

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出

　　　資　　　　　　　産 5,072,250 3,058,252 8,130,503 2,575,388 10,705,891

　　　減　価　償　却　費 106,920 84,145 191,066 8,398 199,465

　　　資　本　的　支　出 97,670 123,233 220,903 3,189 224,093

                    連結会計年度　 当連結会計年度　（自 平成14年3月1日　　至 平成15年2月28日）

　項　　　目 機械部門 化成品部門 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ．売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 5,582,687 3,502,599 9,085,287 － 9,085,287

　(2)セグメント間の内部売上高

　　　または振替高

計 5,582,687 3,502,599 9,085,287 － 9,085,287

　　　営　　業　　費　　用 5,304,675 3,359,341 8,664,016 237,797 8,901,814

　　　営　　業　　利　　益 278,012 143,258 421,270 △ 237,797 183,473

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出

　　　資　　　　　　　産 3,182,272 3,133,969 6,316,241 2,564,285 8,880,527

　　　減　価　償　却　費 80,284 92,000 172,285 14,001 186,287

　　　資　本　的　支　出 132,375 95,713 228,088 10,140 238,228
（注）1.事業区分の方法
　　当連結事業グループの事業区分は、製品の種類、製造方法の類似性等を考慮して区分しております。
  2.各事業区分に属する主要製品
   事 業 区 分  　　　　　主　　　要　　　製　　　品

粉粒体主要機械装置、粉粒体機械のプラント設備及び粉粒体関連
機器、計器・部品

医薬品添加剤、食品品質保持剤及び栄養補助食品、製薬・食品・
化学等の開発研究・処方検討等の受託、治験薬製造の受託及び仲介

  3.前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦
　　不能営業費用の金額は、225,402千円及び237,808千円であり、その主なものは当社の管理部門に
　　係る費用であります。
  4.前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産
　　の金額は、2,575,388千円及び2,564,285千円であり、主なものは当社での余資運用資金（現金）、
　　事業保険積立金、投資有価証券及び管理部門に係わる資産等であります。
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　（ 2 ）　所在地別セグメント情報 　　（単位：千円未満切捨）

                    連結会計年度　 前連結会計年度　（自 平成13年3月1日　　至 平成14年2月28日）

　項　　　目 日　本 北　米 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ．売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 7,607,180 2,748,053 10,355,232 － 10,355,232

　(2)セグメント間の内部売上高

　　　または振替高

計 7,666,500 2,754,868 10,421,367 △ 66,135 10,355,232

　　　営　　業　　費　　用 6,900,214 2,787,350 9,687,564 159,588 9,847,152

　　　営　　業　　利　　益 766,286 △ 32,482 733,804 △ 225,724 508,080

Ⅱ．資　　　　　　産

　　　資　　　　　　　産 7,168,533 969,227 8,137,760 2,568,131 10,705,891

                    連結会計年度　 当連結会計年度　（自 平成14年3月1日　　至 平成15年2月28日）

　項　　　目 日　本 北　米 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ．売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 6,800,435 2,284,852 9,085,287 － 9,085,287

　(2)セグメント間の内部売上高

　　　または振替高

計 6,841,888 2,441,580 9,283,469 △ 198,181 9,085,287

　　　営　　業　　費　　用 6,319,451 2,572,092 8,891,543 10,270 8,901,814

　　　営　　業　　利　　益 522,436 △ 130,511 391,925 △ 208,451 183,473

Ⅱ．資　　　　　　産

　　　資　　　　　　　産 4,437,525 1,885,914 6,323,440 2,557,086 8,880,527
（注）1.地域は地理的近接度により区分しております。
　   2.本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
　　　北　米----米国、カナダ
  3.前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦
　　不能営業費用の金額は、225,402千円及び237,808千円であり、その主なものは当社の管理部門に
　　係る費用であります。
  4.前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産
　　の金額は、2,568,131千円及び2,564,285千円であり、その主なものは当社での余資運用資金（現
　　金）、事業保険積立金、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であります。
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41,452 156,728 198,181 △ 198,181 －

59,320 6,815 66,135 △ 66,135



（　3　）　海外売上高

　　最近２連結会計年度の海外売上高は次のとおりであります。

　　前連結会計年度（自 平成13年3月1日　　至 平成14年2月28日）
（単位：千円未満切捨）

北    米 そ  の  他 計

Ⅰ．　海外売上高 2,182,896 698,958 2,881,855

Ⅱ．　連結売上高 ― ― 10,355,232

連結売上高に占める海外

売上高の割合

　　当連結会計年度（自 平成14年3月1日　　至 平成15年2月28日）
（単位：千円未満切捨）

北    米 そ  の  他 計

Ⅰ．　海外売上高 1,798,933 929,195 2,728,129

Ⅱ．　連結売上高 ― ― 9,109,104

連結売上高に占める海外

売上高の割合

（注）  1.国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。
　  2.各区分に属する主な国又は地域は
　　　　　( 1 )北米  米国、カナダ
　　　　　( 2 )その他  欧州、中南米等
　  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で
     あります。

27.8%Ⅲ．

Ⅲ． 19.7% 10.2% 29.9%

　　　　　　－19－
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（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

前連結会計年度 当連結会計年度
　　　　　　自　　平成13年 3月 1日 　　　　　　自　　平成14年 3月 1日
　　　　　　至　　平成14年 2月28日 　　　　　　至　　平成15年 2月28日

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
　相当額及び期末残高相当額 　相当額及び期末残高相当額

取  得 減価償却 期  末 取  得 減価償却 期  末

価  額 累 計 額 残  高 価  額 累 計 額 残  高

相当額 相 当 額 相当額 相当額 相 当 額 相当額

建 物 及び 千円 千円 千円 建 物 及び 千円 千円 千円

構  築  物 301,456 238,448 63,007 構  築  物 481,113 263,380 217,733

機 械 装 置 機 械 装 置

及び 運搬具 657,185 349,985 307,199 及び 運搬具 727,584 483,203 244,381

そ  の  他 319,679 250,272 69,407 そ  の  他 296,303 160,963 135,340

ソフトウェア 104,380 50,734 53,645 ソフトウェア 104,380 71,610 32,769

合    計 1,382,700 889,441 493,259 合    計 1,609,381 979,157 630,224

2.未経過リース料期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

　　１年　内 252,919 千円 　　１年　内 252,141 千円

　　１年　超 261,232 千円 　　１年　超 395,004 千円

　　 合　計 514,151 千円 　　 合　計 647,146 千円

3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払 3.支払リース料、減価償却費相当額、及び支払

　利息相当額 　利息相当額

　　支払リース料 256,087 千円 　　支払リース料 280,362 千円

　　減価償却費相当額 230,002 千円 　　減価償却費相当額 253,375 千円

　　支払利息相当額 27,330 千円 　　支払利息相当額 22,672 千円

4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とす 　　　　同　　　　左
　る定額法によっております。

5.利息相当額の算定方法 5.利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と 　　　　同　　　　左
　の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
　ついては、利息法によっております。

（デリバティブ取引関係）
　　該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　　前連結会計年度 （平成14年 2月28日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円未満切捨）

種　　　　　類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差　　　　額

( 1 )　株式 4,792 5,832 1,040

( 2 )　債券 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が 　①　国債・地方債等 ― ― ―

取得原価を超えるもの 　②　社債 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

( 3 )　その他 ― ― ―

　　小　　　計 4,792 5,832 1,040

( 1 )　株式 41,025 36,184 △4,840

( 2 )　債券 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が 　①　国債・地方債等 ― ― ―

取得原価を超えないもの 　②　社債 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

( 3 )　その他 60,506 36,585 △23,920

　　小　　　計 101,531 72,769 △28,761
106,323 78,602 △27,721

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：千円未満切捨）

売却額

39,616

３．時価のない主な有価証券の内容 （単位：千円未満切捨）

　　　種　　　　　類

そ の 他 有 価 証 券

　　　非上場株式   （店頭売買株式を除く）

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 （単位：千円未満切捨）

　　　種　　　　　類 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

その他
　　投資信託 ― ― ― ―

　　当連結会計年度 （平成15年 2月28日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円未満切捨）

種　　　　　類 取 得 原 価 連結貸借対照表 差　　　　額

( 1 )　株式 5,449 8,210 2,760

( 2 )　債券 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が 　①　国債・地方債等 ― ― ―

取得原価を超えるもの 　②　社債 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

( 3 )　その他 ― ― ―

　　小　　　計 5,449 8,210 2,760

( 1 )　株式 41,640 32,959 △ 8,680

( 2 )　債券 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が 　①　国債・地方債等 ― ― ―

取得原価を超えないもの 　②　社債 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

( 3 )　その他 46,157 37,136 △ 9,021

　　小　　　計 87,797 70,095 △ 17,701

93,247 78,306 △ 14,941

２．当連結会計年度中に売却したその他の有価証券 （単位：千円未満切捨）

売却額
―

３．時価のない主な有価証券の内容 （単位：千円未満切捨）

　　　種　　　　　類

そ の 他 有 価 証 券
　　　非上場株式   （店頭売買株式を除く）

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 （単位：千円未満切捨）

　　　種　　　　　類 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

その他
　　投資信託 ― ― ― ―
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            連結貸借対照表計上額

                  139,792

合　　　　　　　　　　　　　　　計

売却益の合計 売却損の合計

― ―

　　　　　　　連結貸借対照表計上額

                  138,292

合　　　　　　　　　　　　　　　計

売却益の合計 売却損の合計

― 13,193



（生産、受注及び販売の状況）

（１）生産実績 　　　　　　（単位：千円未満切捨）

　　　　前連結会計年度     　　 当連結会計年度

　　  自　平成13年 3月 1日 　 　 自　平成14年 3月 1日

　    至　平成14年 2月28日 　    至　平成15年 2月28日

粉粒体主要機械装置

粉粒体機械のプラント設備及び

粉粒体関連機器

医薬品添加剤

食品品質保持剤及び栄養補助食品

治験薬製造受託

　合　　　　　　計　

（注）1.金額は販売価額によっております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

（ 2 ）受注実績 　　　　　　（単位：千円未満切捨）

　　    前連結会計年度      　　当連結会計年度

　    自　平成13年 3月 1日 　 　 自　平成14年 3月 1日

　    至　平成14年 2月28日 　    至　平成15年 2月28日

粉粒体主要機械装置

粉粒体機械のプラント設備及び 6,669,409 1,976,579 4,886,046 1,515,820

粉粒体関連機器

医薬品添加剤

食品品質保持剤及び栄養補助食品

治験薬製造受託

　合　　　　　　計　 7,248,664 2,003,286 5,742,694 1,717,811
（注）1.金額は販売価額によっております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

（ 3 ）販売実績 　　　　　　（単位：千円未満切捨）

　　　　　前連結会計年度      　　当連結会計年度

　 　 自　平成13年 3月 1日 　    自　平成14年 3月 1日

　    至　平成14年 2月28日 　    至　平成15年 2月28日

粉粒体主要機械装置

粉粒体機械のプラント設備及び

粉粒体関連機器

医薬品添加剤

食品品質保持剤及び栄養補助食品

治験薬製造受託

　合　　　　　　計　
（注）1.金額は販売価額によっております。
　　　2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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10,355,232 9,109,104

7,878,206

6,699,699

5,761,558

5,582,687

受注残高

6,569,256

8,983,654

受 注 高 受注残高 受 注 高

機械部門

機械部門

機械部門

化成品部門

化成品部門 3,655,533 3,526,416

2,414,397 2,116,647

化成品部門 579,255 26,707 856,648 201,991




